
政策別コスト情報に関する調書　様式

政策： Ⅸ．高齢者ができる限り自立し、生きがいをもち、安心して暮らせる社会づくりを推進することにかかるコストの状況
○所管：厚生労働省

　・一般会計（組織：厚生労働本省、担当部局：健康局、社会・擁護局（社会）、老健局、保険局、年金局）　

　・年金特別会計【基礎年金勘定、国民年金勘定、厚生年金勘定、福祉年金勘定、業務勘定】（組織：厚生労働省、担当部局：年金局）
　・船員保険特別会計（組織：社会保険庁）

１．政策にかかるコスト　 46,502,372 百万円

（単位:百万円）

人件費 賞与引当金繰入額 退職給付引当金繰入額 介護納付金 基礎年金給付費 国民年金給付費 厚生年金給付費 福祉年金給付費 補助金等 委託費等 独立行政法人運営費交付金 支払調整金繰入 庁費等 その他の経費 減価償却費 貸倒引当金繰入額 資産処分損益 出資金評価損

Ⅰ　人にかかるコスト

△

 42,489 73,960 498 △ 116,948 - - - - - - - - - - - - - - -

Ⅱ　①物にかかるコスト 6,024 - - - - - - - - - - - - - - 9,236 - △ 3,211 - -

　　 ②庁舎等 863 - - - - - - - - - - - - - - 863 - - - -

Ⅲ　事業コスト 46,537,974 - - - 2,399 16,559,692 1,446,802 23,712,404 3,487 2,990,537 445,898 74,805 1,894 207,998 48,317 - 990,436 - 53,298 79,148,164

(1) 老後生活の経済的自立の基礎とな
る所得保障の充実を図ること

43,643,452 - - - - 16,559,692 1,446,802 23,712,404 3,487 99,276 445,424 74,805 1,894 207,771 48,157 - 990,436 - 53,298 76,033,436

(2) 高齢者の健康づくり・生きがいづくり
を推進するとともに、介護保険制度の適
切な運営等を通じて、介護を必要とする
高齢者への支援を図ること

2,894,521 - - - 2,399 - - - - 2,891,260 473 - - 227 159 - - - - 3,114,727

　　コスト計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 46,502,372 73,960 498 △ 116,948 2,399 16,559,692 1,446,802 23,712,404 3,487 2,990,537 445,898 74,805 1,894 207,998 48,317 10,099 990,436 △ 3,211 53,298 －

（参考） 自己収入 27,529,733 百万円

当該政策にかかる自己収入については、 年金特別会計の保険料収入24,935,829百万円。年金特別会計の拠出金収入1,951,075百万円。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年金特別会計の徴収金収入195,420百万円。年金特別会計の納付金収入129,411百万円。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年金特別会計の積立金運用収入13,891百万円。年金特別会計のその他収入301,751百万円。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　船員保険特別会計の保険料収入2,351百万円。

※ 説明を要する経費の概要 ： 基礎年金給付費は国民年金法に基づく給付金である。国民年金給付費は国民年金法等に基づく給付費である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 厚生年金給付費は厚生年金保険法等に基づく給付金である。福祉年金給付費は国民年金法等に基づく給付費である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 退職給付引当金繰入額におけるマイナス計上は、平成22年1月1日付けで日本年金機構が設立され、社会保険庁から日本年金機構に職員が移行したこと等により、職員数が大幅に減少したことによるものである。

２．政策にかかるストック情報
（単位:百万円）

ストック内訳
未収金 未収収益 未収保険料 運用寄託金 貸倒引当金 土地 建物 工作物 物品 無形固定資産 出資金 未払金 公的年金預り金 - - - - -

1,436 - - - - - - - - 1,288 148 - - - - - - - - -

28,324 - - - - - - 16,782 11,542 - - - - - - - - - - -

△ 10,688,468 502,953 2,957 4,018,040 121,401,135 △ 2,102,657 20,730 - - - 22,902 2,693,009 △ 6,813,110 △ 130,434,429 - - - - - -

△ 139,051 - - - - - - - - - - - △ 266 △ 138,784 - - - - - -

△ 10,797,758 502,953 2,957 4,018,040 121,401,135 △ 2,102,657 20,730 16,782 11,542 1,288 23,050 2,693,009 △ 6,813,377 △ 130,573,214 - - - - - -

※ 「物にかかるコスト」及び「庁舎等」の区分に当てはめられてる「物品」・「無形固定資産」及び「建物」・「工作物」は、定員数により当該政策に配分を行っている。

３．参考情報

（１） 当該政策に配分された官房経費等の額 （単位:百万円）

Ⅰ　人にかかるコスト 784

Ⅱ　物にかかるコスト（庁舎等を含む。） 1,343

Ⅲ　その他事業コスト -

2,128

（２）

（３）

区　　　　　分
経　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　費

（参考）決算額

区　　　　　分 主な資産等 備　考

合　　　計

物にかかるコスト

庁舎等

２）高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推進する
とともに、介護保険制度の適切な運営等を通じて、
介護を必要とする高齢者への支援を図ること

合　　　計

共通経費配分の方法
　
　「人にかかるコスト」、「物にかかるコスト」及び「庁舎等」については、定員数による配分を行っている。

政策の概要

　老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図ること、高齢者の雇用就業の促進、高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推
進するとともに、介護保険制度の適切な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者への支援を図ること。

１）老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障
の充実を図ること
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